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研究成果の概要（和文）：  最近のアメリカにおいて政治が行き詰まり，混乱が起こっているのは，同国に特有の「選
挙デモクラシー」の制度（権力分離制，連邦制，２党制，予備選挙制）と慣行（議会における政党規律の弱さ、妥協に
よる政策決定）がうまく機能していないからである。
  1960年代以降の社会経済変化の中で，女性やマイノリティの発言権が強まり，連邦最高裁判決はそれらの団体に差別
是正を連邦政府に求める法的根拠を与えた。こうした動きに対応して，政党は候補者指名手続きを民主化したものの，
メディアは２極化し，SNSは政治対立を激化した。分極化状況を緩和することができるのは，世代交代による社会対立
の減少と政党制の再編成である。

研究成果の概要（英文）： The deadlock of politics and resulting confusions in the recent America have 
been caused by the fact that the institutions and practices of American “electoral democracy” have not 
worked well--institutions include the division of power, federalism, two-party system and the party 
presidential nomination by primary elections, and practices mean the weak party discipline in Congress 
and policy making by compromise.
 In the social and economic changes since the 1960s, women and minorities won big voices, and the Federal 
Supreme Court rulings gave them the legal foundation for demanding the federal government to correct 
discriminations. In response to these changes, political parties democratized their presidential 
candidate nomination procedures. Mass media polarized public opinion, and the SNS deepened political 
polarization. Reducing differences in value among generations over time, and a realignment of political 
parties may alleviate these polarization situations.
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１．研究開始当初の背景 
(1) アメリカの政治社会の変化に関する研
究は数こそ多いものの、それらは政治現象の
個別的側面のみを対象としていることが多
い。その結果、それらの個別的な変化がアメ
リカの政治運営やデモクラシーにどのよう
な影響を及ぼし、政治運営やデモクラシー全
体をどのように変化させたのかという疑問
に対しては、いまだに明確な解答が与えられ
ていない。 
 
２．研究の目的 
(1) 最近のアメリカにおいて政治の行き詰
まりとそれに伴う混乱が起こっているのは、
同国に特有の「選挙デモクラシー」の制度と
慣行がうまく機能していないからであると
仮定される。「選挙デモクラシー」の制度に
は、厳格な権力分離制、連邦制、２党制、予
備選挙による政党の大統領候補者指名手続
きなどが含まれ、「選挙デモクラシー」の慣
行とは、議会における政党規律の弱さ、妥協
を通じての政策決定などを指す。 
 
(2) この仮説が妥当することを明らかにす
るために、第１に、アメリカに特有の「選挙
デモクラシー」を定式化し、第２に、経済社
会変化に伴う新しい集団の組織化、選挙民の
政策選好や争点志向の変化を分析し、第３に、
選挙制度、政党、候補者、メディア、連邦議
会などの選挙デモクラシーの主要制度とア
クターの対応を分析する。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究は、理論的研究部分と経験的研究
部分から構成される。まず理論的研究として
文献の考察を通じて本研究の前提となる①
「選挙デモクラシー」の定式化が試みられる。 
 
(2) 次に、アメリカでの調査やインタビュー
に基づき、統計・計量分析を通じて、②経済
社会変化に伴う入力変化、③新しい要求と投
票行動に直面した主要政治アクターと制度
の対応が分析される。 
 
(3) 最後に、②と③の分析に基づき、④選挙
デモクラシーの再検討がなされる。 
 
４．研究成果 
(1) 1960 年代以降の社会経済変化の中で、女
性やマイノリティ集団の発言権が強まり、連
邦最高裁判決はこれらの集団に差別是正を
連邦政府に求める法的根拠を与えた。また、
1980 年代の社会の保守化により、政治対立の
構造が変化した。このように、1960 年代末よ
り女性とマイノリティ集団という新しい政
治アクターが台頭し、それらが連邦政府に差
別是正という新しい要求をするようになり、
また、1980 年代より社会が保守化しイデオロ
ギー的発言が増加したため、厳格な権力分離
制、連邦制、２党制、予備選挙による政党の

大統領候補者指名手続きなどの中で、政治家
が（政党規律に拘束されずに）妥協を通じて
政策形成を行うことが難しくなった。 
 
(2) こうした変化に直面して、政党は大統領
候補者指名手続きを民主化した。また、かつ
て世論をまとめる役割を演じたメディアは
２極化し、フェイスブックやツイッターなど
の SNS は政治対立をさらに激化させた。その
結果、選挙運動には多くのイデオロギー的・
原理的な主張が持ち込まれ、とくに共和党で
は保守的な「ティーパーティ」運動に支援さ
れた保守派議員が多く当選し、共和党内で小
さな政府路線、オバマケア反対を強硬に主張
する声が強まった。その結果、多数党になっ
た共和党は、予算編成や連邦債務の上限引き
上げ問題でオバマ政権と非妥協的な態度を
とり、政治運営は行き詰まった。 
 
(3) かつて世論をまとめる役割を演じてい
たメディアが２極化し、双方向性から「熟議」
を可能にすると期待された SNS が、政治対立
を深めた結果、少なくとも現在のところ、新
旧のメディアが分極化状況を緩和すること
は難しい。もしメディアが社会対立を反映す
るものであるとするなら、世代交代に伴い世
代間の価値観差異が小さくなるのを待つ必
要がある。また、２大政党の従来型の候補者
と政策提案に対する不満が高まり、2016 年の
２政党の大統領候補者指名過程ではこれま
でと異なる候補者が多くの票を集めた（民主
党では「サンダーズ現象」、共和党では「ト
ランプ現象」）。この意味では、分極化状況を
緩和することができるのは、おそらく世代交
代による価値観対立の減少と政党制の再編
成であろう。  
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